
22223_静岡県御前崎市_r4_4

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  260,467  230,389  115,282  61,186  53,921  -  - 30,078 

1 R3 単 －

電子申請
サービス利
用促進
キャッシュ
レスポイン
ト付与事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 38,200 38,199 38,199 1 

①ウイズコロナ時代における行政手続きのオンライン化を推進
するため、マイナンバーカード取得者を対象としたキャッシュレス
ポイント付与事業を実施し、マイナンバーカードの更なる普及促
進と汎用型電子申請サービスの利用促進を図る
②③ポイント原資　25,365,000円（5,000円×5,073人分）、ポイン
ト付与事務処理手数料1,399,750円、事業運営業務委託料
7,169,800円、広報業務委託料　550,000円、アドバイザリー業務
委託料　495,000円、支援窓口電話線引き込み工事　580,800
円、支援窓口ブース設置委託料　492,140円、広報モニター購入
費488,840円、支援窓口用OA機器備品購入費　476,500円、動画
作成委託料　379,500円、消耗品費　260,881円、郵送料
241,998円、電算業務委託料　165,000円、印刷製本費134,200円
④マイナンバーカード取得者

－ － － － R4.4 R5.3

令和５年３月までに、マイナンバー
カード取得者のうち、マイナンバー
カードを使って電子申請サービス
を利用した市民の割合を50％まで
引き上げる。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4当初（地）

2 R3 単 －
経済変動対
策貸付利子
補給金事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 20,310 20,309 20,309 1 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、経営
が不安定になり経済変動対策貸付資金の融資を受けた市内中
小企業者に対し利子補給金を交付することで、中小企業等への
金融支援を行う
②③利子補給金 20,310,000円（補給率1.3～1.4％、想定件数：
95件）
④市内に事業所を有する中小企業・小規模企業者

－ － － － R4.4 R5.3
新型コロナウイルス感染症を起因
とする市内倒産件数を最小限に留
める。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4当初（地）

3 R3 単 －
観光促進
キャンペー
ン事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 8,530 5,530 5,530 3,000 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し人の移動が
停滞する中、市内に宿泊する山梨・長野・静岡の３県在住者を対
象とした宿泊商品の割引支援等を行うことで、地域内における
観光需要の喚起支援を図る
②③宿泊商品割引5,000円×790件、地域クーポン券2,000円×
790件
④対象３県在住の市内宿泊者

－ － － － R4.4 R5.3
市内宿泊数を前年度比で790泊増
加させる。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4当初（地）

4 R3 単 －
観光イベン
ト開催事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済

活動の再開
○ － 10,000 3,000 3,000 7,000 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し人の移動が
停滞する中、新しい生活様式に対応した分散型イベントを開催
することで、観光客の誘客を図る
②③観光イベント等業務委託料10,000,000円（うち、分散型観光
イベント開催業務委託費3,000,000円）
④御前崎市観光協会

－ － － － R4.4 R5.3
分散型観光イベントへの参加者数
を1,000人以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4当初（地）

5 R3 単 ○

御前崎市小
規模店舗応
援スーパー
プレミアム商
品券事業
（R3予算燃
油価格・物
価高騰対応
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 20,395 20,395 20,395 - - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、プレ
ミアム付き商品券を発行することで、消費者の購買意欲向上を
促して市内経済の活性化を図るとともに、原油価格・物価高騰
等の影響を受ける生活者への支援を実施する
②③商品券プレミアム率分 4,000円×4,771セット（市負担）、購
入権封筒等郵送代1,033,000円、運搬保管委託費278,000円
④御前崎市商工会及び生活者

－ － － － R4.6 R5.3
販売された商品券の換金率を
99％以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

6 R4 単 ○

御前崎市小
規模店舗応
援スーパー
プレミアム商
品券事業
（R4予算燃
油価格・物
価高騰対応
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 50,563 50,562 - 50,562 - 1 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、プレ
ミアム付き商品券を発行することで、消費者の購買意欲向上を
促して市内経済の活性化を図るとともに、原油価格・物価高騰
等の影響を受ける生活者への支援を実施する
②③商品券プレミアム率分 4,000円×11,793セット（市負担）、商
品券印刷費3,391,000円
④御前崎市商工会及び生活者

－ － － － R4.6 R5.3
販売された商品券の換金率を
99％以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

7 R3 単 ○

省エネ家電
製品購入事
業費補助金
事業(R3予
算通常分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 9,221 9,221 9,221 - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し地域経済が
停滞する中、燃油価格の上昇によるエネルギー費用の高騰によ
る家計圧迫に対する支援を目的として、買い替えを含めた省エ
ネ家電製品購入費への補助金事業を実施する
②③50,000円（上限額）×184件＝9,200,000円、広報費21,000円
④省エネ家電製品を購入する市民

－ － － － R4.11 R5.3
補助金を活用した省エネ家電の買
い替えによる二酸化炭素排出量
の削減量を4,000kg以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

8 R4 単 ○

省エネ家電
製品購入事
業費補助金
事業（重点
交付金分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

5,404 5,404 5,404 - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し地域経済が
停滞する中、燃油価格の上昇によるエネルギー費用の高騰によ
る家計圧迫に対する支援を目的として、買い替えを含めた省エ
ネ家電製品購入費への補助金事業を実施する
②③50,000円（上限額）×103件＝5,150,000円、広報に係る経費
254,000円
④省エネ家電製品を購入する市民

－ － － － R4.11 R5.3
補助金を活用した省エネ家電の買
い替えによる二酸化炭素排出量
の削減量を4,000kg以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

9
10

11 R4 単 ○
病院事業会
計
繰出・補助

重点交付金 ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

21,946 21,946 21,946 - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し、エネル
ギー・食料品価格等の物価高騰が続く中、市内唯一の総合病院
の電気料・燃料費・食材料費への支援を行い、経営の安定化を
図り、医療・介護サービスの継続や質の確保、患者や施設利用
者の自己負担の使用料、サービス料の値上げの防止により、利
便性の維持や負担増加の防止を目的として、病院事業会計へ
繰出補助を実施する
②③市立御前崎総合病院事業会計に繰り出し、総合病院及び
関連施設の電気代・燃料費・食材料費の高騰分に当たる費用を
交付対象経費とする。
電気料高騰分 32,365,750円、燃料費高騰分 10,215,134円、食材
料費高騰分 1,589,556円のうち21,946,000円分
④市立御前崎総合病院

－ － － － R4.9 R5.3

医療・介護サービスの継続を図る
とともに、使用料・サービス料（個
室使用料、居住費、食費、日用
品、娯楽費、人間ドッグ料等）の据
え置きを行う。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

12 R4 単 ○
下水道事業
会計繰出・
補助

重点交付金 ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑨推薦事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

市の下水道事業を担う当該事業者に対
して、電気料高騰分に対する支援を実
施することで安定した事業経営と汚水処
理体制の確保に繋げることができると考
えるため。

8,809 8,809 8,809 - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し、エネル
ギー高騰が続く中、下水道処理施設等の電気料支援を行い、下
水道処理についての処理能力の低下を防ぎ、安定した汚水処
理体制を確保することを目的として、地方公営企業法の適用を
受ける事業である下水道事業会計への繰出補助を実施する
②下水道事業会計に繰り出し、農業集落排水処理施設の電気
料の高騰分に当たる費用を交付対象経費とする。
③電気料高騰分10,490,928円のうち8,809,000円分
④御前崎市下水道事業（農業集落排水施設）

－ － － － R4.9 R5.3
安定した汚水処理体制の確保を
行う。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

13 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス抗
原定性検査
キット自己検
査事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 1,609 1,000 1,000 609 

①新型コロナウイルス感染症感染拡大による医療機関における
診療・検査体制のひっ迫を防ぐため、国から配布された抗原定
性検査キットの配布事業を実施する。
②③抗原検査キット郵送に係る経費 310円×4,700通＝
1,457,000円、切手購入費310円×200通＝62,000円、封筒印刷
代20円×4,500通＝90,000円
④御前崎市民

－ － － － R4.8 R5.2
感染拡大に伴う医療ひっ迫を防止
する。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

115,282                                                                          

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                     

-                                                                                                                                     

53,921                                                                    

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                     

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

-                                                                           

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

静岡県

御前崎市

22223

総務部企画政策課

伊藤　弘亮

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

61,186                                                                           

61,186                                                                           

-                                                                                  

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                           

個人を対象
とした給付

金等

230,389                                                                                                                            

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

2,512                                                                                                                               

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

115,282                                                                                                                            

3,504                                                                                                                               

61,186                                                                                                                              

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

20,395                                                                                                                              

61,186                                                                    

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                           

2,512                                                                      

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0537-85-1161 88,871                                                                                                                              

kikaku@city.omaezaki.shizuoka.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

53,921                                                                           

-                                                                                  

53,921                                                                           

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

53,921                                                                                                                              

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                  

地方単独事業費 -                                                                                  

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                           

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

53,921                                                                    

配分予定額計 230,389                                                                   

-                                                                                  

-                                                                           

115,282                                                                   

115,282                                                                          

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

61,186                                                                    

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                  

112,770                                                                   

mailto:kikaku@city.omaezaki.shizuoka.jp
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、

④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分

に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者

等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

14 R3 単 ○

指定管理者
エネルギー
高騰対策支
援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 28,581 17,628 17,628 10,953 

①コロナ禍における急激な電気料金の高騰により大きな影響を
受けている指定管理者への支援を実施することで、適切な施設
運営の維持に繋げる。
②③指定管理料のうち施設電気料（高騰分）のうち28,581,000円
④指定管理者

－ － － － R4.9 R5.3
現状のサービス提供を維持すると
ともに、施設使用料の据え置きを
行う。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

15 R4 単 ○

省エネ家電
製品購入事
業費補助金
事業（R4予
算燃油価
格・物価高
騰対応分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 10,624 10,624 10,624 - - 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し地域経済が
停滞する中、燃油価格の上昇によるエネルギー費用の高騰によ
る家計圧迫に対する支援を目的として、買い替えを含めた省エ
ネ家電製品購入費への補助金事業を実施する
②③50,000円（上限額）×212件＝10,600,000円、広報に係る経
費 24,000円
④省エネ家電製品を購入する市民

－ － － － R4.11 R5.3
補助金を活用した省エネ家電の買
い替えによる二酸化炭素排出量
の削減量を4,000kg以上とする。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

16 R4 単 ○

農林水産業
者物価高騰
対策支援補
助金事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

16,500 10,000 10,000 6,500 

①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化し地域経済が
停滞する中、燃油や肥料の価格高騰により経営に影響を受けて
いる農林水産業者を支援するため、購入費用の一部に対する
補助事業を実施する。
②③【肥料】50経営体×10,000円＝500,000円【燃油】農業：100
経営体×15,000L×10円＝15,000,000円、漁業：25経営体×
4,000L×10円＝1,000,000円
④市内農林水産業者

－ － － － R4.11 R5.3
補助対象農業者数：150経営体
補助対象漁業者数：25経営体

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

17 R4 単 ○

障がい福祉
施設物価高
騰対策支援
給付金事業

重点交付金 ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

1,148 1,148 1,148 - 

①コロナ禍における急激なエネルギー・食料品価格等の高騰の
影響を受けている障がい福祉施設に対して支援金を給付するこ
とで、適切な施設運営の維持に繋げるとともに、利用者への
サービスの安定供給を図る。
②③訪問・相談系サービス事業所30,000円×4事業所＝120,000
円、通所系サービス事業所4,000円×185名＝740,000円、居住
系サービス事業所8,000円×36名＝288,000円
④市内障がい福祉施設

－ － － － R5.2 R5.3
対象事業所全てに給付金を支給
する。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

18 R4 単 ○

介護サービ
ス事業所物
価高騰対策
支援給付金
事業

重点交付金 ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円

滑化に向けた中小企
業対策等

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

5,610 5,610 5,610 - 

①コロナ禍における急激なエネルギー・食料品価格等の高騰の
影響を受けている介護サービス事業所に対して支援金を給付す
ることで、適切な施設運営の維持に繋げるとともに、利用者への
サービスの安定供給を図る。
②③訪問・相談系サービス事業所30,000円×11事業所＝
330,000円、通所系サービス事業所4,000円×352名＝1,408,000
円、短期入所生活介護及び多機能系事業所（通いサービス）
4,000円×18名＝72,000円、短期入所生活介護及び多機能系事
業所（宿泊サービス）8,000円×9名＝72,000円、介護保険施設
及び短期入所生活介護事業所8,000円×466名＝3,728,000円
④市内介護サービス事業所

－ － － － R5.2 R5.3
対象事業所全てに給付金を支給
する。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）

19 R4 単 ○
出産・子育
て応援給付
金事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

3,017 1,004 1,004 2,013 

①コロナ禍における急激な物価高騰の影響を受ける妊婦及び
子育て世帯に対して応援給付金事業を実施することで、直接的
な経済的支援を行うとともに、安心して出産・子育てが行える環
境を整備する。
②③給付金事業にかかる市負担分
出産・子育て世帯応援ギフト3,000,000円（360名分）、消耗品費
8,800円、郵送料4,500円、口座振替手数料3,700円
④市内に居住する妊婦及び子育て世帯

－ － － － R4.12 R5.3
対象となる妊婦及び子育て世帯す
べてに応援ギフトを給付する。

効果検証の結果を市HPへ掲載 R4補正（地）


